
大学の教員養成に関する
基礎資料集

参考資料１
教員養成のフラッグシップ大学検討

ワーキンググループ（第１回）

R1.5.23

目次

・国立教員養成大学・学部、附属学校の概要 P1
・国立教員養成大学・学部一覧 P3
・国立教員養成大学修士課程・博士課程一覧 P4
・教職大学院を設置する大学一覧 P5
・国立大学附属学校一覧 P6

・学校数【推移】 P8
・児童生徒数【推移】 P9
・教員数【推移】 P9
・子供をめぐる現状と課題 P10
・我が国の教員の現状と課題-TALIS2013結果概要- P10
・教員勤務実態調査（平成28年度）集計【確定値】
～勤務時間の時系列変化～ P11

・教員勤務実態調査（平成28年度）集計【確定値】
～1週間当たりの学内総勤務時間数の分布～ P11

・公立学校教員採用数の推移 P12
・地域別公立小中高等学校教員採用数の推移 P12
・小学校教諭一種免許状の認定家庭を有する大学数の推移 P13
・教員養成単科大学の規模 P13
・国立大学教員養成学部入学定員の推移 P14
・国立大学教員養成学部にかかる志願倍率の推移 P14
・国立の教員養成大学・学部（教員養成課程）卒業者の
就職状況 P15

・公立学校教員採用試験における学歴別採用者数の状況 P15
・全国の教職大学院の設置状況 P16
・教職大学院の設置数と入学定員の推移 P16
・教員養成系の修士課程と専門職学位課程の入学定員の推移 P17
・教職大学院修了者の教員就職状況 P17
・公立学校教員採用選考試験における大学院在学者・
進学者に対する特例（平成31年度） P18

・小学校教員養成を行う私立大学の教育学部の例 P18

大学の教員養成に関する基本データ

・教員養成・免許制度について P19
・普通免許状の種類について P20
・免許状の授与に必要な単位数 P21
・課程認定大学数等 P22
・課程認定大学数等（中・高 教科別） P23
・教員免許状の授与件数 P23
・普通免許状の授与件数（中・高 教科別） P24
・公立学校教員の採用状況 P24

教員免許制度に関する基礎資料



学 部（H29)

教員養成を目的とする国立の大学・学部は、教育に係る国の責任にかんがみ、安
定的に質の高い教員を一定数養成する観点から昭和４１年には各都道府県に設置
され、特に初等中等教育分野等の教員養成について主要な役割を果たしてきた。
※現在は４４大学４４学部（うち単科大学１１）が設置されている。

大学数
入学 定 員（人）

合 計（人）
教員養成課程 新課程

４４
(うち単科大学11)

１１，１９７ １，５１８ １２，７１５

教員採用数の減少などによる教員就職率の低下に伴い、昭和６２年度から教員養成
課程の一部を、教員以外の職業分野の人材や高い教養と柔軟な思考力を身につけた
人材を養成することを目的とした課程として改組したもの。

注）新課程：

教員養成学部・大学

【学部】

（教育人材政策課調べ）

（H3１）

設 置
大学数

研究科数 専攻数 入学定員（人）

３７ ５２ １１４ １，８４８

区分 設置大学数 入学定員（人）

国立 ４７ １，８４９

私立 ７ ２０５

合計 ５４ ２，０５４

（教育人材政策課調べ）

教員養成系の修士課程・専門職学位課程（教職大学院）

【修士課程】

【教職大学院（専門職学位課程）】

（H3１）

教職大学院の設置推移

H20

19校

H31

54校
（H3１）

教員養成学部を基礎とする修士課程は、高い専門性や特定の分野について、より
高度な資質能力を備えた教員を養成すべく昭和４１年度から設置されていたが、平
成２０年度から、地域の教育委員会・学校との密接な連携の下で、力量のある教員
の養成のモデルを提示することを目的として専門職学位課程（教職大学院）が設置さ
れ、 「教職生活の全体を通じた教員の資質能力の総合的な向上方策において」（H24
年8月 中教審答申）において、高度専門職業人としての教員養成機能は教職大学

院が中心となって担うこと、特に国立大学の教員養成系修士課程は原則として教職
大学院に段階的に移行することなどが提言された。

国立教員養成大学・学部、大学院、附属学校の概要①
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学校種 学校数（校） 児童生徒数（人）

幼稚園 ４９ ５，３３０

小学校 ７０ ３７，８３７

中学校 ７１ ２９，６３９

高等学校 １５ ８，５７９

中等教育学校 ４ ２，９９９

義務教育学校 ２ １，６０２

特別支援学校 ４５ ２，９４５

計 ２５６ ８８，９３１

教員養成系の博士課程

教員養成学部自ら各教科の専門や教科教育学の分野における実践的かつ高度
の研究能力を有し、将来教員養成学部の教員となる人材を養成することなどを目的
として、平成８年度に東京学芸大学と兵庫教育大学を基幹校とした連合大学院によ
る博士課程が設置されている。

【単独設置】

（H31）

大学名 研究科・専攻名 入学定員（人） 設置年度

広島大学 教育学研究科・教育学習科学専攻 ４９ Ｓ２８

国立教員養成大学・学部、大学院、附属学校の概要②

大学名 研究科名 参加大学 入学定員（人） 設置年度

東京学芸大学 連合学校教育学
研究科

埼玉大学、千葉大学、
横浜国立大学

３０ Ｈ８

兵庫教育大学 連合学校教育学
研究科

上越教育大学、岡山大学、
鳴門教育大学

３２ Ｈ８

構成大学 研究科・専攻名 入学定員（人） 設置年度

静岡大学 教育学研究科
共同教科開発学専攻

４
Ｈ２４

愛知教育大学 ４

【連合大学院】

【共同教育課程】

出典：学校基本統計

附属学校

国立大学、学部における幼児・児童・生徒の教育又は保育に関する研究に協力し、
当該国立大学・学部の計画に従い、学生の教育実習の実施に当たることを目的とし
ている。 ※現在は、５５大学２５５校が設置されている。

【使命・役割】
●実験的・先導的な

学校教育
●教育実習の実施
●大学・学部における

教員養成の在り方に
関する研究への協力

【附属学校】 （H30）

（教育人材政策課調べ）

（H31）

（H31）

※教育学、心理学、教科教育学等が統合された教育学習科学を構築するとともに、
その理論的・学際的・開発的・先端的な研究・教育を推進し実践する人材を養成。
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国立教員養成大学・学部一覧

出典：文部科学省総合教育政策局教育人材政策課調べ

（平成３１年度）

（単位：人）

大 学 名
入学定員

教 員 養 成
課 程

新 課 程 計

1 北 海 道 教 育 720 465 1,185 
2 弘 前 170 0 170 
3 岩 手 160 0 160 
4 宮 城 教 育 345 0 345 
5 秋 田 110 100 210 
6 茨 城 275 0 275 
7 宇 都 宮 170 0 170 
8 群 馬 220 0 220 
9 埼 玉 380 0 380 
10 千 葉 390 0 405 
11 東 京 学 芸 825 185 1,010 
12 横 浜 国 立 230 0 230 
13 新 潟 220 0 220 
14 上 越 教 育 160 0 160 
15 金 沢 100 0 100 
16 福 井 100 0 100 
17 山 梨 125 0 125 
18 信 州 240 0 240 
19 岐 阜 250 0 250 
20 静 岡 300 0 300 
21 愛 知 教 育 735 130 865 
22 三 重 200 0 200 
23 滋 賀 230 0 230 
24 京 都 教 育 300 0 300 
25 大 阪 教 育 550 350 900 
26 兵 庫 教 育 160 0 160 
27 奈 良 教 育 255 0 255 
28 和 歌 山 165 0 165 
29 島 根 130 0 130 
30 岡 山 280 0 280 
31 広 島 157 288 445 
32 山 口 180 0 180 
33 鳴 門 教 育 100 0 100 
34 香 川 160 0 160 
35 愛 媛 160 0 160 
36 高 知 130 0 130 
37 福 岡 教 育 615 0 615 
38 佐 賀 120 0 120 
39 長 崎 240 0 240 
40 熊 本 230 0 230 
41 大 分 135 0 135 
42 宮 崎 120 0 120 
43 鹿 児 島 215 0 215 
44 琉 球 140 0 140 

合 計 11,197  1,518  12,715  
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国立教員養成大学修士課程・博士課程一覧

※東京学芸大学の博士課程は埼玉大学・千葉大学・横浜国立大学が、兵庫教育大学の博士課程は上越教育大学・岡山大学・鳴門教育大学が、
それぞれ協力して教育研究を行う連合大学院として、平成８年度に設置された。

※平成２４年度に静岡大学と愛知教育大学が、共同教育課程を組み、大学院教育学研究科に博士後期課程のみの共同教科開発学専攻を開設した。

※平成２６年度に長崎大学、平成２７年度に岩手大学・金沢大学・佐賀大学、平成２８年度に新潟大学が教育学研究科の修士課程専攻を廃止し、
教職大学院のみを設置している。

（平成３１年度）
（単位：人）

出典：文部科学省総合教育政策局教育人材政策課調べ

№ 大学名
修士課程 博士課程

設置年度 入学定員 設置年度 入学定員
1 北 海 道 教 育 大 学 H4 135    
2 弘 前 大 学 H6 16    
3 岩 手 大 学 H7 ‐
4 宮 城 教 育 大 学 S63 25    
5 秋 田 大 学 H元 6    
6 茨 城 大 学 S63 37    
7 宇 都 宮 大 学 S59 -
8 群 馬 大 学 H2 23    
9 埼 玉 大 学 H2 42    

10 千 葉 大 学 S57 59    
11 東 京 学 芸 大 学 S41 109    H8 30    
12 横 浜 国 立 大 学 S54 85    
13 新 潟 大 学 S59 ‐
14 上 越 教 育 大 学 S58 130    
15 金 沢 大 学 S57 ‐
16 福 井 大 学 H4 27    
17 山 梨 大 学 H7 -
18 信 州 大 学 H3 20    
19 岐 阜 大 学 H7 44    
20 静 岡 大 学 S56 52    H24 4    
21 愛 知 教 育 大 学 S53 100    H24 4    
22 三 重 大 学 H元 27    
23 滋 賀 大 学 H3 35    
24 京 都 教 育 大 学 H2 57    
25 大 阪 教 育 大 学 S43 61    
26 兵 庫 教 育 大 学 S55 145    H8 32    
27 奈 良 教 育 大 学 S58 45    
28 和 歌 山 大 学 H5 22    
29 島 根 大 学 H3 8    
30 岡 山 大 学 S55 37    
31 広 島 大 学 H12 152    S28 49    
32 山 口 大 学 H3 7    
33 鳴 門 教 育 大 学 S59 120    
34 香 川 大 学 H4 37    
35 愛 媛 大 学 H5 40    
36 高 知 大 学 H8 12    
37 福 岡 教 育 大 学 S58 40    
38 佐 賀 大 学 H5 ‐
39 長 崎 大 学 H6 ‐
40 熊 本 大 学 S61 30    
41 大 分 大 学 H4 21    
42 宮 崎 大 学 H6 8    
43 鹿 児 島 大 学 H6 22    
44 琉 球 大 学 H2 12    

計 1,848    119    
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教職大学院を設置する大学一覧

出典：文部科学省総合教育政策局教育人材政策課調べ

（平成３１年度）

区分 No. 教職大学院を設置する大学院名 入学定員（人） 設置年度

国立大学
1 北海道教育大学大学院 45 20
2 弘前大学大学院 16 29
3 岩手大学大学院 16 28
4 宮城教育大学大学院 32 20
5 秋田大学大学院 20 28
6 山形大学大学院 20 21
7 福島大学大学院 16 29
8 茨城大学大学院 15 28
9 宇都宮大学大学院 18 27

10 群馬大学大学院 16 20
11 埼玉大学大学院 20 28
12 千葉大学大学院 20 28
13 東京学芸大学大学院 210 20
14 横浜国立大学大学院 15 29
15 新潟大学大学院 20 28
16 上越教育大学大学院 170 20
17 富山大学大学院 14 28
18 金沢大学大学院 15 28
19 福井大学大学院 40 20
20 山梨大学大学院 38 22
21 信州大学大学院 20 28
22 岐阜大学大学院 25 20
23 静岡大学大学院 20 21
24 愛知教育大学大学院 50 20
25 三重大学大学院 14 29
26 滋賀大学大学院 20 29
27 京都教育大学大学院 60 20
28 大阪教育大学大学院 150 27
29 兵庫教育大学大学院 155 20
30 奈良教育大学大学院 25 20
31 和歌山大学大学院 23 28
32 島根大学大学院 17 28
33 岡山大学大学院 45 20
34 広島大学大学院 20 28
35 山口大学大学院 28 28
36 鳴門教育大学大学院 180 20
37 香川大学大学院 14 28
38 愛媛大学大学院 15 28
39 高知大学大学院 15 30
40 福岡教育大学大学院 40 21
41 佐賀大学大学院 20 28
42 長崎大学大学院 28 20
43 熊本大学大学院 15 29
44 大分大学大学院 10 28
45 宮崎大学大学院 28 20
46 鹿児島大学大学院 16 29
47 琉球大学大学院 20 28

国立計 47大学 1,849 
私立大学

1 聖徳大学大学院 15 21
2 創価大学大学院 25 20
3 玉川大学大学院 20 20
4 帝京大学大学院 30 21
5 早稲田大学大学院 60 20
6 常葉大学大学院 20 20
7 立命館大学大学院 35 29

私立計 7大学 205
合 計 54大学 2,054 
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国立大学附属学校一覧①

学 校 名

大学名 幼稚園 小学校 中学校 高等学校 中等教育学校義務教育学校特別支援学校

北 海 道 教 育 札幌小 札幌中

函館幼 函館小 函館中 附特

旭川幼 旭川小 旭川中

釧路小 釧路中

弘 前附幼 附小 附中 附特

岩 手附幼 附小 附中 附特

宮 城 教 育附幼 附小 附中 附特

秋 田附幼 附小 附中 附特

山 形附幼 附小 附中 附特

福 島附幼 附小 附中 附特

茨 城附幼 附小 附中 附特

筑 波 附小 大塚中 大塚高 附視覚

駒場中 駒場高 附聴覚

坂戸高 大塚特

桐が丘特

久里浜特

宇 都 宮附幼 附小 附中 附特

群 馬附幼 附小 附中 附特

埼 玉附幼 附小 附中 附特

千 葉附幼 附小 附中 附特

東 京 中等

東 京 学 芸 世田谷小 世田谷中 附高 国際中等 附特

（竹早園舎）竹早小 竹早中

小金井幼 小金井小 小金井中

大泉小

東 京 芸 術 音楽高

東 京 工 業 工業高

お 茶 の 水 女 子附幼 附小 附中 附高

横 浜 国 立 鎌倉小 鎌倉中 附特

横浜小 横浜中

新 潟附幼 新潟小 新潟中 附特

長岡小 長岡中

上 越 教 育附幼 附小 附中

富 山附幼 附小 附中 附特

金 沢附幼 附小 附中 附高 附特

福 井附幼 義務教育 附特

山 梨附幼 附小 附中 附特

信 州附幼 長野小 長野中 附特

松本小 松本中

岐 阜 附小 附中

出典：文部科学省総合教育政策局教育人材政策課調べ

国立大学の附属学校数 全255校
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国立大学附属学校一覧②

学 校 名

大学名 幼稚園 小学校 中学校 高等学校 中等教育学校 義務教育学校 特別支援学校

静 岡附幼 静岡小 静岡中 附特

浜松小 浜松中

島田中

名 古 屋 附中 附高

愛 知 教 育附幼 名古屋小 名古屋中 附高 附特

岡崎小 岡崎中

三 重附幼 附小 附中 附特

滋 賀附幼 附小 附中 附特

京 都 教 育附幼 桃山小 桃山中 附高 義務教育 附特

大 阪 教 育附幼 天王寺小 天王寺中 （天王寺） 附特

平野小 平野中 （平野）

池田小 池田中 （池田）

兵 庫 教 育附幼 附小 附中

神 戸附幼 附小 中等 附特

奈 良 教 育附幼 附小 附中

奈 良 女 子附幼 附小 中等

和 歌 山 附小 附中 附特

鳥 取附幼 附小 附中 附特

島 根附幼 義務教育

岡 山附幼 附小 附中 附特

広 島附幼 附小 附中 附高

東雲小 東雲中

三原幼 三原小 三原中

福山中 福山高

山 口附幼 山口小 山口中 附特

光小 光中

鳴 門 教 育附幼 附小 附中 附特

香 川附幼 高松小 高松中 附特

（高松園舎）坂出小 坂出中

愛 媛附幼 附小 附中 附高 附特

高 知附幼 附小 附中 附特

福 岡 教 育附幼 福岡小 福岡中

小倉小 小倉中

久留米小 久留米中

佐 賀附幼 附小 附中 附特

長 崎附幼 附小 附中 附特

熊 本附幼 附小 附中 附特

大 分附幼 附小 附中 附特

宮 崎附幼 附小 附中

鹿 児 島附幼 附小 附中 附特

琉 球 附小 附中

合計数 49 69 70 15 4 3 45

出典：文部科学省総合教育政策局教育人材政策課調べ

※東京学芸大学附属幼稚園竹早園舎、香川大学教育学部附属幼稚園高松園舎は、それぞれ附属幼稚園、教育学部附属幼稚園とあわせて１校
として計上している。

※大阪教育大学附属高等学校天王寺校舎、池田校舎、平野校舎はあわせて１校として計上している。
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大学の教員養成に関する
基本データ

S29年13,773

S32年26,988

0

0.5

1

1.5

2

2.5

S28 30 32 34 36 38 40 42 44 46 48 50 52 54 56 58 60 62 H1 3 5 7 9 11 13 15 17 19 21 23 25 27 29

万校

小学校

幼稚園

中学校

高校

特別支援学校 中等教育学校 53校

小学校 19,892校

幼稚園 10,474校

中学校 10,270校

高校 4,897校

特別支援学校 1,141校

S60年15,220校

S63年5,512校

（国公私立の合計数）

出典：文部科学省「学校基本統計（平成30年度）」

中等教育学校

S32年26,988校

S29年13,773校

＊特別支援学校：平成18年以前は盲学校、聾学校、養護学校の合計

学 校 数 【 推 移 】
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万人

小学校

中学校

特別支援学校 14.3万人

S33年1349万人

H元年564万人

高校 幼稚園

特別支援学校

幼稚園120.8万人

高校 323.6万人

小学校642.8万人

S37年733万人

Ｓ53年250万人

（国公私立の合計数）

＊特別支援学校：平成18年以前は盲学校、聾学校、養護学校の合計

中学校325.2万人

出典：文部科学省「学校基本統計（平成30年度）」

児 童 生 徒 数 【 推 移 】
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S2830 32 34 36 38 40 42 44 46 48 50 52 54 56 58 60 62 H1 3 5 7 9 11 13 15 17 19 21 23 25 27 29

万人

小学校

中学校

S57年47.5万人

高校

幼稚園

特別支援学校

S62年29.2万人

H3年28.6万人

H19年11.1万人

中学校 25.0万人

高校 23.4万人

幼稚園 9.8万人

小学校 41.9万人

特別支援学校 8.4万人

（国公私立の合計数）

＊特別支援学校：平成18年以前は盲学校、聾学校、養護学校の合計 出典：文部科学省「学校基本統計（平成30年度）」

年度

教 員 数 【 推 移 】
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平成７年度 平成２７年度

○ 今日、学校が抱える課題は複雑化・困難化している状況。

子供をめぐる現状と課題

不登校児童生徒の割合 日本語指導が必要な外国人児童生徒数
小学校 中学校

通級による指導を受けている児童生徒数 特別支援学級・特別支援学校（注）に在籍する

児童生徒数（国・公・私立計）

(注) ・平成５年度の特別支援学校は、盲・聾・養護学校に在籍する児
童生徒数を合計した数字

・平成５年度と最新の年度を比較

(注) ・要保護とは、生活保護を必要とする状態にある者をいい、準要保
護とは、生活保護を必要とする状態にある者に準ずる程度に困
窮している者をいう。

・調査開始年度と最新の年度を比較

要保護及び準要保護（注）の児童生徒数

小学校 中学校

平成５年度 平成３０年度

３．０倍

小学校・小学部

平成５年度 平成３０年度

２．３倍

中学校・中学部

１．６倍

要保護

平成７年度 平成２７年度

２．０倍

準要保護

特別支援学級
45,650人

特別支援学級

183,691人

8.7

万人

13.7

万人

132.9

万人

特別支援学校

29,201人

特別支援学校

42,928人
特別支援学校

21,290人

特別支援学級

23,600人

特別支援学級

71,829人

特別支援学校

30,126人

平成５年度 平成２９年度

３．２倍

0.17
%

0.54
%

小学校 中学校

平成５年度 平成２９年度

２．６倍

3.25

%
1.24

%

学校の管理下における暴力行為の件数

平成９年度 平成２９年度

２０．６倍

小学校

平成９年度 平成２９年度

中学校

18,209 
件

27,389
件

１．５倍

(注) ・国・公・私立学校のデータ
・平成５年度と最新の年度を比較

(注) ・国・公・私立学校のデータ
・調査開始年度と最新の年度を比較

(注)  ・公立学校のデータ
・調査開始年度と最新の年度を比較

67.9

万人

（出典）文部科学省「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」 （出典）文部科学省「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」 （出典）文部科学省「日本語指導が必要な外国人児童生徒の受入れ状況等に関する調査」

（出典）文部科学省「通級による指導実施状況調査」 （出典）文部科学省「学校基本調査」 （出典）文部科学省調べ

平成５年度 平成29年度

８．１倍

11,963人

平成５年度 平成29年度

３５．１倍

96,996
人

11,950
人

(注)・通常の学級に在籍しながら週に１～８単位時間程度、障害の状態等に応じた特別の指導を特別な場で行う教育形態。

・平成18年度から通級による指導の対象にLD及びADHDを加えた。

・小・中学校における通常の学級に在籍する発達障害（LD・ADHD・高機能自閉症等）の可能性のある児童生徒の割合

は、６．５％程度と推計されている。（平成24年文部科学省調査。なお、学級担任を含む複数の教員により判断された

回答に基づくものであり、医師の診断によるものではない。

・調査開始年度と最新の年度を比較

296人

平成11年度 平成28年度

12,383

人

22,156
人

１．８倍

平成11年度 平成28年度

5,250

人

8,792
人

１．７倍

1,304
件

26,864
件

日本我が国の教員の現状と課題 – TALIS2013結果概要 – 日本

参加国平均
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教員勤務実態調査（平成28年度）集計【確定値】 ～勤務時間の時系列変化～

○ 「教育政策に関する実証研究」の一環として、教員の勤務実態の実証分析を平成28～29年度の２
か年で実施し、平成29年4月28日に速報値を公表。（調査期間：H28年10月～11月のうちの１週間。
対象：公立の小学校400校、中学校400校（確率比例抽出により抽出。）に勤務する教員。）
○ 前回調査（平成18年度）と比較して、平日・土日ともに、いずれの職種でも勤務時間が増加。
● 教員の１日当たりの学内勤務時間（持ち帰り時間は含まない。） （時間：分）

平日
小学校 中学校

28年度 18年度 増減 28年度 18年度 増減

校長 10:37 10:11 +0:26 10:37 10:19 +0:18
副校長・教頭 12:12 11:23 +0:49 12:06 11:45 +0:21
教諭 11:15 10:32 +0:43 11:32 11:00 +0:32

土日
小学校 中学校

28年度 18年度 増減 28年度 18年度 増減

校長 1:29 0:42 +0:47 1:59 0:54 +1:05
副校長・教頭 1:49 1:05 +0:44 2:06 1:12 +0:54
教諭 1:07 0:18 +0:49 3:22 1:33 +1:49

小学校 中学校

28年度 18年度 増減 28年度 18年度 増減

校長 55:03 52:19 +2:44 56:00 53:23 +2:37
副校長・教頭 63:38 59:05 +4:33 63:40 61:09 +2:31
教諭 57:29 53:16 +4:13 63:20 58:06 +5:14

● 教員の１週間当たりの学内勤務時間（持ち帰り時間は含まない。） （時間：分）

※28年度調査では、調査の平均回答時間（１週間につき小学校64分、中学校66分）を一律で差し引いている。

※28年度調査の「教諭」については、主幹教諭・指導教諭を含む（主幹教諭、指導教諭は、平成20年4月より制度化されたため、18年度
調査では存在しない。）。
※「土日」については、土日の業務記録のうち、「勤務日」と回答した者を除いたものである。なお、平成28年度の小学校教員のうち734人
（10.4％）、中学校教員のうち911人（11.2％）が、土曜日が勤務日に該当している。
※18年度調査と同様に、1分未満の時間は切り捨てて表示。

教員勤務実態調査（平成28年度）集計【確定値】～ 1週間当たりの学内総勤務時間数の分布～

○ １週間当たりの学内総勤務時間について、教諭のうち、小学校は55～60時間未満、中学校は60
～65時間未満、副校長・教頭のうち、小学校は60～65時間未満、中学校は55～60時間未満の者が

占める割合が最も高い。

0.8%
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100時間以上

小学校 中学校

【教諭（主幹教諭・指導教諭を含む）】
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【副校長・教頭】

※28年度調査では、調査の平均回答時間（１週間につき小学校64分、中学校66分）を一律で差し引いている。
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公立学校教員採用数の推移

出典：文部科学省「公立学校教員採用選考試験の実施状況」
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地域別公立小中高等学校教員採用数の推移
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小学校教諭一種免許状の認定課程を有する大学数の推移

出典：文部科学省総合教育政策局教育人材政策課調べ

教員分野に係る大学等の設置
又は収容定員増に関する
抑制方針の撤廃
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（校）

№ 大学名 学部 大学院 合計

１ 北海道教育大学 1,185 180 1,365
２ 東京学芸大学 1,010 319 1,329
３ 大阪教育大学 900 211 1,111
４ 愛知教育大学 865 150 1,015
５ 福岡教育大学 615 80 695
６ 兵庫教育大学 160 300 460
７ 上越教育大学 160 300 460
８ 京都教育大学 300 117 417
９ 宮城教育大学 345 57 402

１０ 鳴門教育大学 100 300 400
１１ 奈良教育大学 255 70 325

№ 大学名 学部 大学院 合計

１ 北海道教育大学 351 28 379
２ 東京学芸大学 308 20 328
３ 大阪教育大学 244 15 259
４ 愛知教育大学 200 14 214
５ 福岡教育大学 145 17 162
６ 兵庫教育大学 - 157 157
７ 上越教育大学 13 134 147
８ 鳴門教育大学 - 134 134
９ 京都教育大学 106 22 128

１０ 宮城教育大学 90 14 104
１１ 奈良教育大学 83 17 100

１．学生定員（降順） （平成31年度） ２．教員数（降順） （平成30年度）

教員養成単科大学の規模

出典：文部科学省総合教育政策局教育人材政策課調べ-13-
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国立大学教員養成学部入学定員の推移
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国立大学教員養成学部にかかる志願倍率の推移
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国立の教員養成大学・学部（教員養成課程）卒業者の教員就職状況
(百人)

教員就職率
（卒業者から進学者・保育士除く）

教員就職率

98 

113 

129 

130 

128 120 

109 101 

99 98 92 

83 

91 

90 

91 

73 

63 58 50 43 36 

27 22 18
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26 26
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32 32 31

35

38 37 37

38

40

42 42
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26 28 32 
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35 30 28 26

26

27 25

28
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145 140

131 126

126 125 120 113

116 111
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88 86

76 71 68

56 51 51
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61 56 55 56
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59 56
63

65 64 65 65 65 64 64 65

142

157

185

189

190 188

189

191

195

195

197 195

194 192

196

177

164 162

161

160

166 161 158 150 146

132

117

101 99

100

101

104 100

105

105

105

106

107

107

109

73%
76%

78%77%76%
74%

69%
66%65%64%

61%
58%

60%
58%57%

53%54%53%

48%

44%
41%

35%
32%

34%

38%

45%

52%

56%56%56%57%57%57%
60%

62%62%61%60%60%59%59%59%

71%71%70%69%69%
67%68%67%
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0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

200

45 50 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

正規採用 臨時的任用
110

出典：文部科学省「国立の教員養成大学・学部及び国私立の教職
大学院の平成30年3月卒業者及び修了者の就職状況等について」

※1 卒業者数から大学院等への進学者と保育士への就職者を除いた数を母数とした場合の教員就職率を指す。
※2 「正規採用」は、国公私立の幼稚園、幼保連携型認定こども園、小、中、高等、中等教育、特別支援学校の常勤教員（養護教諭及び栄養教諭を含む）として就職した者を指す。
※3 「臨時的任用」は、１年以内の期限付きの教員や病休、産休、育児休業などの代替教員等として臨時的に任用（採用）された者を指す。
※4 「その他」は、主に大学院等進学者や教員・保育士以外への就職者等を指す。
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一般大学卒

短期大学卒

公立の小学校，中学校，高等学校，特別支援学校の教諭，養護教諭及び栄養教諭の学歴別採用者の割合

教員養成大学卒

大学院修了

公立学校教員採用試験における学歴別採用者の状況

出典：文部科学省「公立学校教員採用選考試験の実施状況」
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宮崎
（28）

長崎
（28）

大分
（10）

福岡教育

（40）
佐賀
（20）

弘前
（16）

岡山
（45）

広島
（20）

島根
（17）

香川
（14）

鳴門教育

（180）

愛媛
（15）

高知
（15）

静岡（20）
常葉（20）

横浜国立

（15）

上越教育

（170）
新潟

（20）

琉球
（20）

埼玉
（20）

山形
（20）

千葉

（20）
聖徳

（15）

福島
（16）

宮城教育

（32）

東京学芸（210）
創価（25）
玉川（20）
帝京（30）

早稲田（60）

岩手
（16）

茨城
（15）宇都宮

（18）

秋田
（20）

熊本
（15）

鹿児島

（16）

山梨
（３８）

群馬
（16）岐阜

（25）

信州
（20）

三重
（14）

愛知教育

（50）

滋賀
（20）

奈良教育

（25）

京都教育

（60）
立命館

（35）

富山
（14）

福井
（40）

金沢
（15）

和歌山

（23）

大阪教育

（150）

兵庫教育

（155）

北海道教育
（45）

全国の教職大学院の設置状況（令和元年）

国立大学：47大学（入学定員1,849人）
私立大学： 7大学（ 同 205人）

合 計 54大学（ 同 2,054人）
＊46都道府県で設置

大学名の下の（ ）は入学定員

（鳥取）
※島根大

で養成山口
（28）

135 195 195 185 170 170 170 170 170 205 205 205 

571 631 645 645 645 645 663 718 
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1,171 1,204 
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国立入学定員 私立入学定員 国立設置数 私立設置数

教職大学院の設置数と入学定員の推移

出典：文部科学省総合教育政策局教育人材政策課調べ

（人）
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専門職学位課程（教職大学院）

修士課程

（国立大学）

教員養成系の修士課程と専門職学位課程の入学定員の推移

出典：文部科学省総合教育政策局教育人材政策課調べ
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正規採用 臨時的任用 その他 就職率

教職大学院修了者の教員就職状況

（人）

231

357

324

372

427
416 404

※1  教職大学院修了者のうち、現職教員学生を除いた場合の教員就職率を指す。
※2 「正規採用」は、国公私立の幼稚園、幼保連携型認定こども園、小、中、高等、中等教育、特別支援学校の常勤教員（養護教諭及び栄養教諭を含む）として就職した者を指す。
※3 「臨時的任用」は、１年以内の期限付きの教員や病休、産休、育児休業などの代替教員等として臨時的に任用（採用）された者を指す。
※4 「その他」は、主に大学院等進学者や教員・保育士以外への就職者等を指す。

445

601

出典：文部科学省総合教育政策局教育人材政策課調べ-17-



公立学校教員採用選考試験における
大学院在学者・進学者に対する特例（平成31年度）

教職大学院修了予定者に対する特例的な措置

大学院在学や進学を理由にした採用辞退者等に対する次年度以降の特例的な措置

一部試験を免除 秋田県※・山形県※・新潟県・愛知県・新潟市・名古屋市・堺市

特別選考を実施 福井県・愛知県・大阪府・奈良県・大阪市

採用候補者名簿の
登載期間を延長

42都道府県
北海道・青森県※・岩手県・宮城県・秋田県・福島県・茨城県・栃木県・群馬県・埼玉県・
千葉県・東京都※・神奈川県※・富山県・石川県・山梨県・長野県・岐阜県・静岡県・
三重県・滋賀県・京都府・兵庫県・奈良県・和歌山県・鳥取県・島根県・岡山県・広島県・
山口県・徳島県・香川県・愛媛県・高知県・福岡県・佐賀県・長崎県※・熊本県・大分県・
宮崎県・鹿児島県・沖縄県

18政令市
札幌市・仙台市・さいたま市・千葉市・横浜市・川崎市・相模原市・新潟市・静岡市・浜松市・
京都市・大阪市※・神戸市・岡山市・広島市・北九州市・福岡市※・熊本市

（注）県市名の後ろに※を付した県市は「教職大学院」のみを対象としたもの

出典：文部科学省総合教育政策局教育人材政策課「平成31年度 教員採用等の改善に係る取組事例」（平成31年4月）

一部試験を免除 秋田県・千葉県・新潟県・山口県・宮崎県・千葉市・北九州市・福岡市

小学校教員養成を行う私立大学の教育学部の例

東京都
玉川大学

入学定員：240名

兵庫県
関西学院大学

入学定員：350名

岐阜県
岐阜聖徳学園大学

入学定員：330名

東京都
明星大学

入学定員：350名

埼玉県
文教大学

入学定員：250名

大阪府
四天王寺大学

入学定員：240名
-18-



教員免許制度に関する
基礎資料

教員は、教育職員免許法により授与される各相当の免許状を
有する者でなければならない（免許法第３条第１項）。

１．免許状主義と開放制の原則

免許状主義

我が国の教員養成は、一般大学と教員養成系大学とがそ
れぞれの特色を発揮しつつ行っている。

開放制の原則

① 普通免許状
（有効期間１０年）

② 特別免許状
（有効期間１０年）

③ 臨時免許状
（有効期限３年）

それぞれ学校種別 （ 中学校・高等学校については教科別 ） ※詳細は別紙

○ 授与権者：都道府県教育委員会

○ 免許状の有効範囲

・普通免許状 ： 全ての都道府県

・特別免許状 授与を受けた
都道府県内

・臨時免許状

専修免許状（修士課程修了程度）

一種免許状（大学卒業程度）

二種免許状（短大卒業程度）

２．免許状の種類

教員養成・免許制度について①
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① 「大学における養成」が基本。

② 現職教員の自主的な研鑽を促すため、一定の教職経験を積み、大学等で所要単位を修得した者に、上位免許状を授与する途を
開いている。

学士の学位等 教職課程の履修 教員免許状＋ ⇒教科及び教職に関する科目

普通免許状 Ｈ２９年度授与件数： ２０６，１８３件

（内訳） 専修免許状： １２，９７９件 一種免許状：１４６，３０９件 二種免許状： ４６，８９５件

普通免許状を有する者を採用できない場合に限り、例外的に
授与する「助教諭」の免許状

○ 授与要件

都道府県教育委員会が行う教育職員検定の合格

免許状を有しない優れた知識経験を有する社会人を学校現場へ迎え
入れるため、都道府県教育委員会が行う教育職員検定の合格により
授与する「教諭」の免許状（学校種及び教科ごとに授与）

○ 授与要件
① 担当教科に関する専門的な知識経験や技能を有すること
② 社会的信望及び教員の職務を行うのに必要な熱意と識見

を有すること

特別免許状 臨時免許状Ｈ２９年度授与件数： １６９件

（平成元～Ｈ２９年度総授与件数：１，２７０件）

多様な専門的知識・経験を有する人を教科の学習に迎え入れ

ることにより、学校教育の多様化への対応や活性化を図るこ

とを目的とした制度。教員免許状を有しない非常勤講師が、教

科の領域の一部を担任することが可能（任命・雇用する者が、

あらかじめ都道府県教育委員会に届出をすることが必要）。

① 特別非常勤講師

中学校、高等学校、中等教育学校の前期課程・後期課程、特別支援学校
の中学部・高等部において、相当の免許状を所有する者を教科担任とし
て採用することができない場合に、校内の他の教科の教員免許状を所有
する教諭等（講師は不可）が、１年に限り、免許外の教科の担任をするこ
とが可能

（校長及び教諭等が、都道府県教育委員会に申請し、許可を得ることが

必要）。

②免許外教科担任制度

３．免許状主義の例外

Ｈ２９年度授与件数：８，５０１件
（前年度８，４０５件）

Ｈ２９年度届出件数：２０，３７６件
（前年度２０，７７１件）

Ｈ２９年度許可件数（中・高）：１０，７０３件
（前年度１０，９５１件）

教員養成・免許制度について②

幼稚園教諭免許状

小学校教諭免許状

中学校教諭免許状 国語、社会、数学、理科、音楽、美術、保健体育、保健、技術、家庭、職業、職業指導、職業
実習、外国語（英語、ドイツ語、フランス語その他の外国語に分ける。）、宗教

高等学校教諭免許状 国語、地理歴史、公民、数学、理科、音楽、美術、工芸、書道、保健体育、保健、看護、看護
実習、家庭、家庭実習、情報、情報実習、農業、農業実習、工業、工業実習、商業、商業実習、
水産、水産実習、福祉、福祉実習、商船、商船実習、職業指導、外国語（英語、ドイツ語、フ
ランス語その他の外国語に分ける。）、宗教、柔道、剣道、情報技術、建築、インテリア、デ
ザイン、情報処理、計算実務

特別支援学校教諭免許状 視覚、聴覚、知的障害、肢体不自由、病弱者

特別支援学校自立教科教諭免許状 理療、理学療法、音楽、理容、特殊技芸（美術、工芸、被服）

特別支援学校自立活動教諭免許状 視覚障害教育、聴覚障害教育、肢体不自由教育、言語障害教育

養護教諭免許状

栄養教諭免許状

※ それぞれ専修免許状（修士課程修了程度）、一種免許状（大学卒業程度）、二種免許状（短大卒業程度）に分かれる

普通免許状の種類について
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各科目に含めることが必要な事項 専修 一種 二種

イ　教育実習（学校体験活動を２単位まで含むことができ
る。）

5 5 5

ロ　教職実践演習 2 2 2

38 14 2

合計 75 51 31

幼稚園教諭免許状

大学が独自に設定する科目

道徳、総合的な学習
の時間等の指導法
及び生徒指導、教育
相談等に関する科目

教育実践に関する科
目

領域及び保育内容
の指導法に関する科
目

16 16 12

10 10 6
教育の基礎的理解
に関する科目

イ　領域に関する専門的事項
ロ　保育内容の指導法（情報機器及び教材の活用を含
む。）

イ　教育の理念並びに教育に関する歴史及び思想
ロ　教職の意義及び教員の役割・職務内容（チーム学校
運営への対応を含む。）
ハ　教育に関する社会的、制度的又は経営的事項（学校
と地域との連携及び学校安全への対応を含む。）
ニ　幼児、児童及び生徒の心身の発達及び学習の過程
ホ　特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒に対す
る理解（１単位）
ヘ　教育課程の意義及び編成の方法（カリキュラム・マネ
ジメントを含む。）

イ　教育の方法及び技術（情報機器及び教材の活用を
含む。）
ロ　幼児理解の理論及び方法
ハ　教育相談（カウンセリングに関する基礎的な知識を
含む。）の理論及び方法

4 4 4

免許状の授与に必要な単位 ①

各科目に含めることが必要な事項 専修 一種 二種

イ　教育実習（学校体験活動を２単位まで含むことができ
る。）

5 5 5

ロ　教職実践演習 2 2 2

26 2 2

合計 83 59 37

大学が独自に設定する科目

6

教科及び教科の指
導法に関する科目

10

教育実践に関する科
目

小学校教諭免許状

10

イ　道徳の理論及び指導法（一種：２単位、二種：１単位）
ロ　総合的な学習の時間の指導法
ハ　特別活動の指導法
ニ　教育の方法及び技術（情報機器及び教材の活用を
含む。）
ホ　生徒指導の理論及び方法
ヘ　教育相談（カウンセリングに関する基礎的な知識を
含む。）の理論及び方法
ト　進路指導及びキャリア教育の理論及び方法

道徳、総合的な学習
の時間等の指導法
及び生徒指導、教育
相談等に関する科目

30 16

教育の基礎的理解
に関する科目

10 10 6

30
イ　教科に関する専門的事項
ロ　各教科の指導法（情報機器及び教材の活用を含
む。）（各教科それぞれ１単位）

イ　教育の理念並びに教育に関する歴史及び思想
ロ　教職の意義及び教員の役割・職務内容（チーム学校
運営への対応を含む。）
ハ　教育に関する社会的、制度的又は経営的事項（学校
と地域との連携及び学校安全への対応を含む。）
ニ　幼児、児童及び生徒の心身の発達及び学習の過程
ホ　特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒に対す
る理解（１単位）
ヘ　教育課程の意義及び編成の方法（カリキュラム・マネ
ジメントを含む。）

※免許状（幼、小、中、高、養、栄）の授与に当たっては、表の単位
のほか、日本国憲法２単位、体育２単位、外国語コミュニケーショ
ン２単位、情報機器の操作２単位の計８単位を別途修得する必要
がある。

各科目に含めることが必要な事項 専修 一種 二種

イ　教育実習（学校体験活動を２単位まで含むことができ
る。）

5 5 5

ロ　教職実践演習 2 2 2

28 4 4

合計 83 59 35

10

イ　道徳の理論及び指導法（一種：２単位、二種：１単位）
ロ　総合的な学習の時間の指導法
ハ　特別活動の指導法
ニ　教育の方法及び技術（情報機器及び教材の活用を
含む。）
ホ　生徒指導の理論及び方法
ヘ　教育相談（カウンセリングに関する基礎的な知識を
含む。）の理論及び方法
ト　進路指導及びキャリア教育の理論及び方法

中学校教諭免許状

大学が独自に設定する科目

6

教育実践に関する科
目

10

道徳、総合的な学習
の時間等の指導法
及び生徒指導、教育
相談等に関する科目

教科及び教科の指
導法に関する科目

10 10 6
教育の基礎的理解
に関する科目

28 28 12

イ　教育の理念並びに教育に関する歴史及び思想
ロ　教職の意義及び教員の役割・職務内容（チーム学校
運営への対応を含む。）
ハ　教育に関する社会的、制度的又は経営的事項（学校
と地域との連携及び学校安全への対応を含む。）
ニ　幼児、児童及び生徒の心身の発達及び学習の過程
ホ　特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒に対す
る理解（１単位）
ヘ　教育課程の意義及び編成の方法（カリキュラム・マネ
ジメントを含む。）

イ　教科に関する専門的事項
ロ　各教科の指導法（情報機器及び教材の活用を含
む。）（一種：８単位、二種：２単位）

各科目に含めることが必要な事項 専修 一種

イ　教育実習（学学校体験活動を１単位まで含むことが
できる。）

3 3

ロ　教職実践演習 2 2

36 12

合計 83 59

高等学校教諭免許状

教科及び教科の指
導法に関する科目

イ　教科に関する専門的事項
ロ　各教科の指導法（情報機器及び教材の活用を含
む。）（４単位）

教育の基礎的理解
に関する科目

イ　総合的な学習の時間の指導法
ロ　特別活動の指導法
ハ　教育の方法及び技術（情報機器及び教材の活用を
含む。）
ニ　生徒指導の理論及び方法
ホ　教育相談（カウンセリングに関する基礎的な知識を
含む。）の理論及び方法
ヘ　進路指導及びキャリア教育の理論及び方法

大学が独自に設定する科目

教育実践に関する科
目

道徳、総合的な学習
の時間等の指導法
及び生徒指導、教育
相談等に関する科目

24

8 8

10

イ　教育の理念並びに教育に関する歴史及び思想
ロ　教職の意義及び教員の役割・職務内容（チーム学校
運営への対応を含む。）
ハ　教育に関する社会的、制度的又は経営的事項（学校
と地域との連携及び学校安全への対応を含む。）
ニ　幼児、児童及び生徒の心身の発達及び学習の過程
ホ　特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒に対す
る理解（１単位）
ヘ　教育課程の意義及び編成の方法（カリキュラム・マネ
ジメントを含む。）

24

10

免許状の授与に必要な単位 ②
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各科目に含めることが必要な事項 専修 一種 二種

衛生学・公衆衛生学（予防医学を含む。） 4 4 2

学校保健 2 2 1

養護概説 2 2 1

健康相談活動の理論・健康相談活動の方法 2 2 2

栄養学（食品学を含む。） 2 2 2

解剖学・生理学 2 2 2

「微生物学、免疫学、薬理概論」 2 2 2

精神保健 2 2 2

看護学（臨床実習及び救急処置を含む。） 10 10 10

31 7 4

 合計 80 56 42

教育実践に関する科
目

イ　養護実習（学校体験活動を２単位まで含むことができ
る。）（５単位）
ロ　教職実践演習（２単位）

7 7 6

大学が独自に設定する科目

6 6 4

道徳、総合的な学習
の時間等の内容及び
生徒指導、教育相談
等に関する科目

イ　道徳、総合的な学習の時間及び特別活動に関する
内容
ロ　教育の方法及び技術（情報機器及び教材の活用を
含む。）
ハ　生徒指導の理論及び方法
ニ　教育相談（カウンセリングに関する基礎的な知識を
含む。）の理論及び方法

8 8 4

養護教諭免許状

養護に関する科目

教育の基礎的理解に
関する科目

イ　教育の理念並びに教育に関する歴史及び思想
ロ　教職の意義及び教員の役割・職務内容（チーム学校
運営への対応を含む。）
ハ　教育に関する社会的、制度的又は経営的事項（学校
と地域との連携及び学校安全への対応を含む。）
ニ　幼児、児童及び生徒の心身の発達及び学習の過程
ホ　特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒に対す
る理解（１単位以上修得）
ヘ　教育課程の意義及び編成の方法（カリキュラム・マネ
ジメントを含む。）

各科目に含めることが必要な事項 専修 一種 二種

栄養教諭の役割及び職務内容に関する事項

幼児、児童及び生徒の栄養に係る課題に関する事項

食生活に関する歴史的及び文化的事項

食に関する指導の方法に関する事項

24 0 0

 合計 46 22 14

大学が独自に設定する科目

道徳、総合的な学習
の時間等の内容及び
生徒指導、教育相談
等に関する科目

イ　道徳、総合的な学習の時間及び特別活動に関する
内容
ロ　教育の方法及び技術（情報機器及び教材の活用を
含む。）
ハ　生徒指導の理論及び方法
ニ　教育相談（カウンセリングに関する基礎的な知識を
含む。）の理論及び方法

6 6 3

教育実践に関する科
目

イ　栄養教育実習（２単位）
ロ　教職実践演習（２単位）

4 4 4

栄養に係る教育に関
する科目

4 4 2

教育の基礎的理解に
関する科目

イ　教育の理念並びに教育に関する歴史及び思想
ロ　教職の意義及び教員の役割・職務内容（チーム学校
運営への対応を含む。）
ハ　教育に関する社会的、制度的又は経営的事項（学校
と地域との連携及び学校安全への対応を含む。）
ニ　幼児、児童及び生徒の心身の発達及び学習の過程
ホ　特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒に対す
る理解（１単位以上修得）
ヘ　教育課程の意義及び編成の方法（カリキュラム・マネ
ジメントを含む。）

8 8 5

栄養教諭免許状

免許状の授与に必要な単位 ③

課程認定大学等数

〇課程認定大学等数（平成31年4月1日現在）

幼稚園 小学校 中学校 高等学校 養護教諭 栄養教諭
特別支援
学校教諭

756 606 80.2% 265 245 515 547 131 138 159

332 228 68.7% 206 21 40 10 47 2

623 413 66.3% 111 129 347 386 61 45 60

79 32 40.5% 3 7 12 14 1 0 13

105 17 16.2% 13 2 0 5 0 0

区　　分
大学
等数

(H29.5.1)

課程認定
大学等数
(H31.4.1)

免許状の種類別の課程認定大学数等(H31.4.1)

大学

短期大学

大学院

専攻科

短期大学専攻科
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課程認定大学等数（中・高 教科別）

〇課程認定大学等数（平成31年4月1日現在）【中 教科別】

〇課程認定大学等数（平成31年4月1日現在）【高 教科別】

国語 社会 数学 理科 音楽 美術 保健体育 保健 技術 家庭 職業 職業指導 英語 外国語 宗教

大学 230 292 155 167 93 103 177 35 64 102 0 3 302 101 27

短期大学 9 4 0 0 8 5 4 1 0 14 0 0 13 0 0

大学院 170 207 120 147 90 89 97 52 71 90 26 29 201 161 49

専攻科 2 1 1 0 9 1 0 0 0 1 0 0 2 0 0

短期大学
専攻科

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

国語
地理
歴史

公民 数学 理科 音楽 美術 工芸 書道
保健
体育

保健 看護 家庭 情報 農業 工業 商業 水産 福祉 商船
職業
指導

英語 外国語 宗教

大学 229 236 300 157 176 93 103 41 62 176 36 13 103 221 55 131 149 13 65 1 3 302 134 28

大学院 171 171 199 122 154 88 87 56 58 95 50 33 89 129 63 133 110 37 51 25 27 201 138 47

専攻科 2 1 1 1 0 10 1 0 0 0 0 0 1 0 0 0 1 1 1 0 0 2 0 0

区分

普通免許状
特別

免許状

臨時

免許状
合計専修

免許状
一種

免許状
二種

免許状
小 計

幼稚園 ２６４ １８，３１６ ３２，３１２ ５０，８９２ ２０８ ５１，１００

小学校 １，７０１ ２３，３３７ ３，７５６ ２８，７９４ １２ ３，４２６ ３２，２３２

中学校 ４，７４０ ４１，５１９ ２，１７６ ４８，４３５ ４２ １，８９５ ５０，３７２

高等学校 ５，９０１ ５４，０２０ ５９，９２１ １０５ ２，２８９ ６２，３１５

特別支援
学校

２６５ ５，０２３ ６，８４４ １２，１３２ ５６３ １２，６９５

養護教諭 ９６ ２，８６１ １，０９６ ４，０５３ １１３ ４，１６６

栄養教諭 １２ １，１８９ ７０８ １，９０９ １，９０９

特別支援学校
自立教科等

４４ ３ ４７ １０ ７ ６４

合計 １２，９７９ １４６，３０９ ４６，８９５ ２０６，１８３ １６９ ８，５０１ ２１４，８５３

出典：文部科学省総合教育政策局教育人材政策課調べ

（平成２９年度）

※平成２９年度に授与権者（都道府県教育委員会）から授与された免許状の数

教員免許状の授与件数
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普通免許状の授与件数（中・高 教科別）

〇中学校教諭普通免許状の教科別授与件数（平成29年度）

〇高等学校教諭普通免許状の教科別授与件数（平成29年度）

国語 社会 数学 理科 音楽 美術
保健
体育

保健 技術 家庭 外国語 宗教 その他

5,927 8,201 5,150 5,303 3,069 1,898 9,140 474 614 1,534 6,984 108 33

(注) その他には、職業、職業指導、職業実習を含む。

国語
地理
歴史

公民 数学 理科 音楽 美術 工芸 書道
保健
体育

保健 看護 家庭 情報 農業 工業

5,655 6,434 6,530 5,598 7,022 3,056 1,892 417 708 9,518 481 100 1,370 1,300 406 1,692

商業 水産 福祉
外国
語

宗教
その
他

617 75 217 6,642 116 75

(注) その他には、看護実習、家庭実習、情報実習、農業実習、工業実習、商業実習、水産実習、福祉実習、商船、商船実習、職業指導を含む。

出典：文部科学省総合教育政策局教育人材政策課調べ

公立学校教員の採用状況

〇公立学校教員の受験者数及び採用者数（平成30年度）

(注)1.採用者数は、平成30年6月1日までに採用された数。
2.小学校と中学校の試験区分を一部分けずに採用選考を行っている県市の受験者数は、中学校の受験者数に含む。
3.中学校と高等学校の試験区分を分けずに選考を行っている県市の受験者数は、中学校の受験者数に含む。
4.特別支援学校の受験者数は、「特別支援学校」の区分で選考試験を実施している県市の数値のみを集計したもの。
5.競争率（倍率）は、受験者数÷採用者数。

受験者数 採用者数 競争率

女性(内数) 女性(内数) (倍率)

小学校 51,197 26,313 15,934 9,349 3.2

中学校 54,266 20,438 7,988 3,400 6.8

高等学校 32,785 9,771 4,231 1,451 7.7

特別支援学校 10,837 5,855 3,127 1,925 3.5

養護教諭 9,696 9,453 1,451 1,424 6.7

栄養教諭 1,886 1,766 254 247 7.4

計 160,667 73,596 32,985 17,796 4.9

区分

出典：文部科学省総合教育政策局教育人材政策課調べ
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